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平 成 ２ ０ 年 度 予 算 総 則 の 適 用 に つ い て 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度予算総則について、別添のとおり適用することとし、定款第

１３条第１項第１号ツの規定により議決を得たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
平成２０年度 予算総則の適用について（案） 

 

予算総則の適用については、次のとおり実施することとしたい。 

 

（ 一 般 勘 定 ） 

１．事業収支 

(1) 予算の流用（第４条第１項） ······························ 4,320,000 千円 

〔経営委員会の議決を経て適用する予算総則〕 

ア．他の項から流用し予算を増額する項及び金額 

 退職手当・厚生費（退職給付費の増）  2,820,000 千円 

 財 務 費（納付消費税の増）  590,000 千円 

 特 別 支 出（固定資産除売却損の増） 910,000 千円 

イ．他の項へ流用し予算を減額する項及び金額 

 給 与（職員給与の残） △ 2,820,000 千円 

 減 価 償 却 費（建設費の圧縮等による残） △ 1,500,000 千円 

 

(2) 予備費の使用（第６条） ·································· 1,350,051 千円 

〔経営委員会の議決を経て適用する予算総則〕 

ア．地震など災害関連の取材及び被災施設の復旧経費 

 国 内 放 送 費                               295,694 千円 

イ．衛星契約取次の増加と間接集金の推進による地域スタッフ手数料の増 

 契 約 収 納 費                                   388,088 千円 

ウ．地上テレビ放送の完全デジタル化に向けた難視地区調査経費 

 調 査 研 究 費                                   666,269 千円 

 

(3) 国の研究開発プロジェクトの受託研究実施による技術協力収入の受入れ及び研究実施経費

への振当て（第 13 条） ········································· 169,852 千円 

〔理事会の決定を経て適用する予算総則〕 

ア．受入れの項及び金額        

 副  次  収  入        169,852 千円 

イ．研究実施経費への振当て    

 調 査 研 究 費                 135,428 千円 

 給 与                  22,762 千円 

 退職手当・厚生費                   9,059 千円 

 財 務 費          2,603 千円 

 

 

２．資本収支 

(1) 前年度からの建設費予算の繰越し（第５条第２項） ·········· 3,403,000 千円 

〔理事会の決定を経て適用する予算総則〕 

ア．地上デジタル放送設備の整備費         2,837,380 千円 

イ．放送所施設の老朽更新          297,000 千円 

ウ．新放送会館の整備費等              268,620 千円 

 

 

(2) 翌年度への建設費予算の繰越し（第５条第１項） ············ 2,060,000 千円 

〔理事会の決定を経て適用する予算総則〕 

ア．地上デジタル放送設備の整備費           1,664,300 千円 

イ．共同受信施設の大規模改修 277,700 千円 

ウ．番組設備の老朽更新等       118,000 千円 

 

 

（ 番組アーカイブ業務勘定 ） 

事業収支 

予算の流用（第４条第１項） ······································ 2,600 千円 

〔経営委員会の議決を経て適用する予算総則〕 

ア．他の項から流用し予算を増額する項及び金額 

 退職手当・厚生費（退職給付費の増）  2,600 千円 

イ．他の項へ流用し予算を減額する項及び金額 

 給 与（職員給与の残） △   2,600 千円 



＜ 参 考 ＞ 

 

平成２０年度 予 算 総 則 （ 抜 粋 ） 

 

第４条   本予算の各項に定めた経費の金額は、予算の執行上やむ

を得ない場合に限り、経営委員会の議決を経て、各項間に

おいて、相互に流用することができる。ただし、給与につ

いては、退職手当・厚生費と相互に流用する場合を除いて

は、他の項と相互に流用することができない。 

 

 

第５条   本予算中、資本支出において年度内に支出を終わらない

ときは、同一計画事項の支出に充てるため、予算の残額を

翌年度に繰り越すことができる。 

２   前年度予算総則第５条による繰越額は、本年度において、

同一計画事項に限り使用することができる。 

 

 

第６条   予備費は、予見しがたい予算の不足に充てる以外にこれ

を使用することができない。 

２   予備費を使用する場合は、経営委員会の議決を経なけれ

ばならない。 

 

 

第13条    業務に関係ある調査研究等に対し、交付金、補助金等の

収入があるときは、その金額は、調査研究等に関係ある経

費の支出に充てることができる。 
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